
（様式第１号）
（契約上の注文者） 令和　年　月　日

様

契約者氏名

下記のとおり証紙を購入したので、当該掛金収納書を貼付して報告します。

履行期限

（うち消費税額　　　　　　　　　　　　　　）

1 発注者の指示のとおり

2 対象労働者数と当該労働者の就労日数を的確に把握している場合
購入額 販売価格
（　　　　　） （　　　　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　）

3 対象労働者数と当該労働者の就労日数の把握が困難な場合

購入額 総工事費 ＊ 対象工事における労働者の建退共制度加入率（　）

（　　　　　） （　　　　　） 1,000 70%

4 　上記の１,２,３以外の算出方法を採用
　　★　理由及び算出方法を下記に具体的に記載すること。

契約年月日

工事名･工事箇所

･採用した算出方法を次のうちから選んで､該当する番号に○をつけること。

契約金額
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就労予定延人数

建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況報告書

工事種別
（　　　　　）

遅延報告書提出年月日

共済証紙（退職金ポイン
ト）購入額

× ×

･各（　　）には、該当する数字を記入すること。

共済証紙（退職金ポ
イント）購入率

×

･下記の３を選択した場合は､各算式の＊□に､勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済事業本部
の定める｢共済証紙購入の考え方について」の表から工事種類別等により選択した値を記入すること。

共済証紙（退職金ポイント）購入額の算出方法



1 　建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況報告書
(1) 　あては､契約書上の発注者とする。
(2)

(3)

記入例 ｢土木：舗装｣､｢土木：その他の土木」
｢建築：住宅・同設備｣､｢設備：機械器具設置」

(4)

(5)

(6)

(7)

記入例 ・工事種別が土木：舗装で､総工事費が1,000～､9,999千円の場合⇒「３．５」

・工事種別が建築：住宅・同設備で,総工事費が500,000千円以上の場合⇒「２．０」

2 　掛金収納
(1)

(2) 　｢契約者記入欄｣の記入方法
ア 　　　｢発注者名｣は例えば｢○○土木事務所長」等契約書上の発注者を記入すること。

イ

(3) 　掛金収納書を貼付欄に貼付できない場合は,その理由を4の余白に記入すること。

3 　提出先
　　各発注機関（土木事務所等出先機関,営繕課､住宅課及び耕地課他）へ提出すること。

　｢共済証紙（退職金ポイント）購入額の算出方法｣は､採用した算出方法の番号に○をつけるこ
と．各（　）には､該当する数字を記入すること．

　　　　なお,下請業者については,元請業者名を記入すること。

　　4の番号に○をつけた場合は、当該算出方法を採用した理由及び具体的な算出方法を明記
すること。（記入欄が不足する場合には,別葉（様式任意）とすること。）

　３の番号に○をつけた場合は、各算式の＊□に、勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済
事業本部の定める｢共済証紙購入の考え方について｣の表から工事種別等により選択した値を
必ず記入すること。

1,000
契約金額

共済証紙（退職金ポイント）購入額

　　「元請契約の工事番号及び工事名｣のうち、工事番号は発注者に確認の上、また工事名は契
約書どおり記入すること。
　　　なお、下請業者についても同様とする。

　　なお,購入額の算式が3と同じであっても,*□の率を勤労者退職金共済機構・建設業退職金共
済事業本部の定める｢共済証紙購入の考え方について｣の表から工事種別等により該当する値
を選択せずに,独自の値を用いた場合は,4の番号に○をつけて,その理由を明記すること。

　共済証紙取扱金融機関から証紙を購入の上、取扱機関から交付される掛金収納書（発注官公
庁等用）を貼付すること。電子申請方式の場合も、同様に掛け金収納書（電子申請方式）を添付
すること。
　　　なお、受注業者が工事の一部を下請に付した場合で下請業者が自ら証紙（退職金ポイント）
を購入した場合には,その掛金収納書もあわせて貼付すること。

　｢遅延報告書提出年月日｣は､既に遅延報告書を提出している場合に､その提出年月日を記入
すること。

建設業退職金共済証紙（退職金ポイント）購入状況報告書及び掛金収納書
作成上の注意

｢工事名・工事箇所｣､｢契約年月日｣､｢履行期限｣及び｢契約金額｣は契約書どおりに記入するこ
と。
　｢工事種別（　　）｣は､該当する工事種を勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済事業本部
の定める｢共済証紙購入の考え方について｣の表から選択して記入すること。

　｢共済証紙（退職金ポイント）購入額」は、掛金収納書に記載されている金額（下請業者の掛金
収納書がある場合は､合算した金額）を記入すること。
　｢共済証紙（退職金ポイント）購入率｣は､次の算式により算出した率（小数点第２位を四捨五入
して小数点第１位まで）を記入すること．

共済証紙（退職金ポ
イント）購入率

×＝


